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第４章　総合考察

第１節　本報告書における研究上の意義
　多様なプログラムのもとに様々な機関で実施されている精神障害者の就労支援において、これまでの

事例や経験としての報告による断片的な情報やシステムとしての実態や考え方については数多く示され

ているが、精神障害者の就労支援における支援過程を網羅的に明らかにした文献は見あたらなかった。

また、対人援助に関わる実践領域においては、医療の分野で人間の相互作用による対人援助に関するプ

ロセス性について、質的研究の方法を用いて明らかにしている文献は多く見られるようになってきた

が、就労支援の分野においては、プロセスを前提とした就労支援は支援者が支援を行う中でノウハウと

して蓄積されてきたにもかかわらず、プロセスの実態を明らかにするという観点から研究されている文

献は少なかった。

　様々な機関が独自の就労支援プログラムに基づいて行っている精神障害者の就労支援は、それぞれの

機関がそれぞれの考え方で行っている。しかし、どの機関も精神障害者が働くための支援を行う目的で

行われており、そこには共通した支援行動が存在するはずである。つまり、そこには当事者のニーズや

行動に応じた支援プロセスがあり、そのプロセスに基づいた支援者側の共通する視点や実際の支援行動

を明らかにすることは、今後の精神障害者の就労支援のあり方を考えていく上で意味のあることと考え

られる。

　本研究では、統合失調症者の就労支援の経験が豊富な支援者に対してインタビューを行い、実際に行

われている就労支援全体のプロセス（動き）を図として提示することができた。また、その図を通して、

就労支援の支援行動が、当事者の意思決定に基づいて当事者や環境への働きかけ及びその両者の調整と

して展開され、常に複数種類の支援行動が同時に展開されていること、また、その支援行動による結果

と当事者や環境のそれぞれの特性から生じる状況の変化とが相互に影響しあい、再び支援者の判断と当

事者の意思決定に基づいて支援行動が始まるといった循環する複合的な支援行動を支援者が行っている

ということを明らかにすることができたことは、本報告書の研究上の意義と考える。本研究の分析結果

が、就労支援機関や支援者によって現場で検討され、実践での応用がされれば、さらに研究上の意義は

高まるのではないかと考える。



　本研究では、分析結果を実際の現場で応用することによって検証することができ、さらに、現場で実

践され、必要な修正がなされることによって、より一層活用可能な理論として成り立つことが可能とな

る修正版M-GTA を用いており、分析結果の現場への還元を目指している。本研究では、分析で得られ

た結果について、統合失調症者の就労支援に携わっている就労支援者に対してヒアリングを行い、意見

を収集した。それらの意見も参考に、本研究結果の実際の現場での応用について整理を行った。

１　就労支援の動きを理解するための活用

　これまでも就労支援のメニューやシステムとしての流れは示されてきており、支援の動きとして認識

している支援者も多いと思われるが、個別の場面において、当事者のニーズに応じて支援者はどのよう

な支援を行っており、その後どのような支援に繋がっているのかといった具体的な支援の動きとして

は、意識している支援者は少ないのではないだろうか。あるいは、これから支援を始める新たな支援者

にとっては、具体的な支援の動きはイメージ化が難しく、支援に対する不安が大きいのではないだろう

か。本研究の分析結果によって得られた就労支援全体のプロセス（動き）は、具体的な支援の動きまで

示すことができたため、このプロセス図を活用することによって、支援行動についての理解が促進され、

就労支援のイメージ化が図りやすくなると思われる。特に、他の障害への支援とは異なる支援の動きも

明らかになったことによって、これまで統合失調症者の就労支援に携わってこなかった支援者に対して

も、有益な情報になり得ると思われる。ただし、この支援プロセスは現状を網羅的に示していることか

ら、プログラムの特徴による支援の比重の違いについては、それぞれの機関において確認する必要があ

る。

２　共通理解を図るための材料としての活用

　分析結果によって得られた各概念やカテゴリーは、就労支援に携わる支援者間における共通の支援行

動として認識されるものではないかと考える。今回の分析では、就労支援分野や医療分野において使用

されている専門用語を借りるのではなく、動きとして概念名を生成することを心がけた。これまで就労

支援を行ってきた機関においては、概念名やカテゴリー名が既存の機関内における共通言語と異なるこ

とから、共通言語として置き換える必要もあるかもしれないが、支援行動の根底部分では同じ意味をも

つと推察されることから、共通理解を図るための材料として有効に活用できるのではないかと思われ

る。また、精神障害者の就労支援は、医療、生活、職業における支援が段階的に進むのではなく、並行

的に進んでいく方が効果的といわれていることから、就労支援の分野だけではなく医療や生活分野の支

援者といった、異なった分野における支援者との関係性においても、共通理解を図る材料として活用で

きることが期待できる。

第２節　実践への応用



３　これまでの支援の振り返りと再認識のための活用

　これまで経験則として蓄積してきた就労支援のノウハウについては、就労支援に携わる支援者にとっ

て自明なことではあるかも知れないが、就労支援のプロセスを改めて図として確認することによって、

機関における弱い支援の動きや支援者として意識していなかったプロセス（動き）などを明らかにする

ことが可能になると考えられる。就労支援として培ってきた実績と照らし合わせながら、機関として、

あるいは、支援者個人として支援行動を再確認することによって、さらに統合失調症者の就労支援の底

上げにつなげることができると考えられる。

４　それぞれの機関における支援プロセスに応じた改変

　本研究で得られた分析結果は、統合失調症者の就労支援を網羅的に捉えた内容である。よって、それ

ぞれの機関における理念や支援者の考え方、あるいは当事者の状況によって、支援行動における重点度

や流れは異なってくることも考えられる。本研究で用いた修正版M-GTA が実践者を念頭においた研究

法であり、現場に還元しやすい方法論として位置づけられていることから、本研究の分析結果を参考に、

それぞれの機関や支援者が独自の就労支援の「動き」として、新たに修正・改変し、現場で応用しても

らうことも可能である。

５　協働作業を通した信頼のある関係性の構築

　支援者と当事者とが、継続した関係の中での協働作業を通して信頼のある関係性を築くことが就労支

援の前提として考えられる。これは、支援者対当事者の関係性ではなく、対等性のある関係性、共感性

を持てるのかどうかが重要なポイントである。これは、スタッフとメンバーが対等の関係の中で自助活

動をしているクラブハウスの要素を統合失調症者の就労支援に取り入れても支障はなく、さらに就労支

援の中で良い影響を与えていることからもわかるように、支援者として意識しておくべき関係性だと思

われる。本報告書においても、第 3 章第 2 節における分析結果の中の具体的な支援行動として、「希望

や考えを支持する」「ともに考え、感情や経験を共有する」という概念が生成され、同じく第 3 章第 3

節では「当事者の気持ちや経験を共有する」という概念が生成されているが、このような関係性を築く

ための支援行動の動きが、就労支援には重要であることが示された。支援者と当事者が一緒に働く、あ

るいは地域で働くという場面を共有することは、人間個人としてのつながりが深まり、個々の就労支援

の支援行動が意味のあるものとして効果を発揮するのである。就労支援に携わる支援者の基本姿勢とし

て、協働作業を通して信頼のある関係性を築くことは大切なことであり、支援プロセスを実行する上で

の前提として意識しておく必要のある心構えと考える。



　本研究によって、統合失調症者の就労支援における支援プロセス（動き）の全体像を捉えることはで

きたが、就労支援の支援プロセスをより詳細に分析したのは、意思決定という視点に関してのみであり、

実際の就労支援の支援プロセスにおいては、他の視点からの詳細な分析が必要な支援行動が存在するは

ずである。意思決定以外の視点からの分析によって、統合失調症者の就労支援の支援プロセスをさらに

深く明らかにすることができるのではないかと考える。

　また、野中（2008）は、ACT（包括型地域生活支援プログラム）と職業リハビリテーションとの関連

性について整理する際に、両者は矛盾するものではないとし、包括的なプログラムとして実践されるこ

とを提唱している。IPS（Individual Placement and Support：個別就労支援モデル）はACT における就

労支援のモデルとして設置されており、本研究において職業リハビリテーションとIPS における支援行

動レベルでの共通性が認められたことを踏まえると、IPS の支援とそれ以外の方法による支援の共通性

を確認できるのではないかと考える。そこで、包括的なプログラムとしての実践についてさらに考えを

進めるための視点を提案したい。即ち、支援プログラムとして実施されているその方法を実施すること

で期待できる利用者のスキルや能力の到達度とその対象者の適格性について明らかにするということで

ある。就労支援の内容や方法は、当事者の意思決定に基づいて、準備性の向上や作業遂行力の向上、就

職活動の支援や事業所との調整など、多岐にわたっているが、それぞれの支援の目的に応じて、どのよ

うなスキルや能力の習得が可能であり、どのような特性によって、どの程度の習得が可能なのかといっ

た点について整理が図られるべきだと考えられる。このような整理が、職業リハビリテーションプログ

ラムにおいてもIPS においても行われることで、支援の役割分担や住み分けという考え方も見えてくる

のではないだろうか。今後、包括的なプログラムとして実践することによる、より効果的な就労支援の

あり方について、歩み寄りのある議論が進められることを期待する。

　最後に、分析結果によって得られた支援プロセスを実際の現場で応用してもらうためにも、分析結果

を基にマニュアルやハンドブックのような認識促進ツールとして作成する必要があると思われる。支援

現場での共通理解の材料として就労支援の支援プロセスを広く活用してもらうことにより、今後の就労

支援に対する共通認識が広がることを期待したい。

第３節　本研究の限界と今後への期待
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